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16 令和５年度森林及び林業の動向

 

 

３．花粉発生源対策の加速化と課題 

(１)これからの花粉発生源対策 
(関係閣僚会議が「花粉症対策の全体像」を決定) 

これまで各省庁で様々な取組が行われてきたが、今もスギ花粉症の有病率は高く、多く
の国民が悩まされ続けている状況となっている。 

そのため、令和５(2023)年４月、政府は「花粉症に関する関係閣僚会議」を設置し、同
年５月に「花粉症対策の全体像」を決定した。その中では、花粉の発生源であるスギ人工
林の伐採・植替え等の「発生源対策」や、花粉飛散量の予測精度向上や飛散防止剤の開発
等の「飛散対策」、治療薬の増産等の「発症・曝

ばく
露対策」を３本柱として総合的に取り組

み、花粉症という社会問題を解決するための道筋を示している。 
同年10月には、花粉症に関する関係閣僚会議において、「花粉症対策の全体像」が想定

している期間の初期の段階から集中的に実施すべき対応を「花粉症対策 初期集中対応パ
ッケージ」として取りまとめた(資料 特－13)。 

資資料料  特特－－1133  花粉症対策 初期集中対応パッケージの概要 
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(花粉発生源対策の目標) 
「花粉症対策の全体像」に

お い て 、 10 年 後 の 令 和
15(2033)年には花粉発生源と
なるスギ人工林を約２割減少
させることを目標としている
(資料 特－14)。これにより、
花粉量の多い年でも過去10年
間(平成26(2014)年～令和５
(2023)年)の平年並みの水準
まで減少させる効果が期待さ
れる。また、将来的(約30年後)
には花粉発生量の半減を目指
すこととしている。 

これを実現するため、スギ
人工林の伐採量を増加させる
とともに、花粉の少ない苗木
や他樹種による植替えを推進
することとしている。 

花粉を発生させるスギ人工
林の減少を図っていくために
は、伐採・植替え等の加速化、
スギ材の需要拡大、花粉の少
ない苗木の生産拡大、生産性
向上と労働力の確保等の対策
を総合的に推進する必要があ
る(資料 特－15)。  

(２)スギ人工林の伐採・植
替え等の加速化 

花粉発生源対策を進めるた
め、花粉の少ない苗木の植栽、広葉樹の導入等に引き続き取り組むとともに、「花粉症対
策の全体像」を踏まえ、以下の取組により伐採・植替え等を加速化させていくこととして
いる。 
(スギ人工林伐採重点区域の設定) 

「花粉症対策 初期集中対応パッケージ」では、人口の多い都市部周辺など23において
 

23 ① 県庁所在地、政令指定都市、中核市、施行時特例市及び東京都区部から50km圏内にあるまとまったスギ人工林の
ある森林の区域。 

 ② 上記のほか、スギ人工林の分布状況や気象条件等から、スギ花粉を大量に飛散させるおそれがあると都道府県が特
に認める森林の区域。 

資資料料  特特－－1155  花粉発生源の減少に向けた取組 

資資料料  特特－－1144  花粉発生源となるスギ人工林の将来像 

注１：花粉の少ないスギの人工林面積は除く。 
２：20年生以下のスギ人工林は花粉の飛散がわずかであることから、20

年生を超えるスギ人工林を花粉発生源となるスギ人工林とした。 
資料：「花粉症対策の全体像」(令和５(2023)年５月 30 日 花粉症に関する

関係閣僚会議決定) 
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